
香港のサステナビリティ開示・保証の規制動向
（2024年12月）
香港政府、サステナビリティ開示に関するロードマップを発表

2024年12月12日

香港公認会計士協会 (HKICPA) は、ISSB基準と完全に整合（fully aligned）する香港のサステナビリティ開示基準を発表し

ました。サステナビリティ開示義務化の実施に関する詳細を定めた、香港特別行政区政府によるロードマップの公表に続くもの

となっています。

2024年9月に開始されたパブリックコンサルテーションを受けて、HKICPAは、HKFRS S1号「サステナビリティ関連財務情報の開示に

関する一般要求事項」とHKFRS S2号「気候関連開示」を公表しました。本基準はIFRS S1号およびIFRS S2号と完全に整合して

おり、2025年8月1日に発効します。

本基準が公表される少し前に、香港政府はサステナビリティ開示の要求事項を実施するためのロードマップを発行しました。ロード

マップの重要なポイントは次のとおりです。

➢ メインボード上場企業は、2025年1月1日からIFRS S2号（ISSBにより発行）をモデルとする新しい気候関連開示要求事
項に基づき、「コンプライ・オア・エクスプレイン」方式で報告する必要があります。

➢ 大型上場企業は2026年1月1日以降、IFRS S2号をモデルとする新しい気候関連要求事項に基づき、全ての気候関連
開示の提供が求められます。

➢ HKFRS S1号およびHKFRS S2号に従った報告の義務化について、2027年にパブリックコンサルテーションが実施されます。こ
れらの基準は、2028年1月1日以降に開始する会計年度から大型上場企業に適用される予定です。

➢ 関連金融規制当局は、香港で大きな割合を占める非上場金融機関に対し、 2028年までにHKFRS S1号およびHKFRS
S2号を適用するよう求める予定です。

➢ 国際基準を念頭に置いたサステナビリティ保証の枠組みが開発される予定です。

詳細は、以下のウェブサイトをご覧ください。

◼ HKFRS S1：HKFRS S1号（HKIPAのウェブサイト）

◼ HKFRS S2：HKFRS S2号（HKIPAのウェブサイト）

◼ Infographic：基準に関する説明文書（Explanatory memorandum）、よくある質問（FAQs）、ウェビナー（live

webinar）、基準導入に関するサポートプラットフォームを含めたインフォグラフィック（HKIPAのウェブサイト）

◼ Press release：ロードマップへのリンク（香港政府のウェブサイト）

原文（英語）： Hong Kong sustainability disclosure standards and roadmap published
※本資料はDeloitte & Touche LLPが作成し、有限責任監査法人トーマツが翻訳したものです。日本語版については、有限責
任監査法人トーマツにお問い合わせください。日本語版と原文に相違がある場合には、原文の記事事項を優先します。

関連記事（日本語）：

◼ 香港のサステナビリティ開示・保証の規制動向（2024年9月）｜会計監査｜デロイト トーマツ グループ｜Deloitte
◼ 香港のサステナビリティ開示・保証の規制動向（2024年4月）｜会計監査｜デロイト トーマツ グループ｜Deloitte
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https://www.hkicpa.org.hk/-/media/HKICPA-Website/Members-Handbook/volumeIV/319s1.pdf
https://www.hkicpa.org.hk/-/media/HKICPA-Website/Members-Handbook/volumeIV/319s2.pdf
https://www.hkicpa.org.hk/-/media/HKICPA-Website/New-HKICPA/Standards-and-regulation/SSD/06_New-and-major-stds/HKFRSS1S2art.pdf
https://www.info.gov.hk/gia/general/202412/10/P2024121000243.htm
https://www.iasplus.com/en/news/2024/12/hong-kong-issb
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/audit/articles/crd/iasplus20240916.html
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/audit/articles/crd/iasplus20240502.html
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IS/BCMSそれぞれの認証範囲はこちらをご覧ください

http://www.bsigroup.com/clientDirectory

サステナビリティ開示・保証の最新規制動向

日本・ヨーロッパ・南北アメリカ・アジアパシフィックにおけるサステナビリティ開示・保証の規制に関する最新動向を取りまとめて

います。
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